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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰

属する
四半期純利益

四半期包括利益

百万円 ％ 百万円 ％
百万

円
％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第３四半期 7,751 △8.3 △639 - △781 - △714 - △749 -

2024年３月期第３四半期 8,455 △15.3 △1 - △285 - △378 - △396 -

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり

四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期第３四半期 △5.05 -

2024年３月期第３四半期 △3.23 -

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年３月期第３四半期 6,319 1,080 7.4 2.89

2024年３月期 6,518 635 △0.0 △0.02

（参考）自己資本 2025年３月期第３四半期 469百万円 2024年３月期 △2百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年３月期 - 0.00 - 0.00 0.00

2025年３月期 - 0.00 -

2025年３月期（予想） 0.00 0.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無： 無

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

包括利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 百万円 ％

通期 10,515 △4.1 △686 - △883 - △828 - △5.86 △858 -

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無： 有

１．2025年３月期第３四半期の連結業績（2024年４月１日～2024年12月31日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

３．2025年３月期の業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）



（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用： 無

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ： 有

②  ①以外の会計方針の変更                      ： 無

③  会計上の見積りの変更                        ： 無

④  修正再表示                                  ： 無

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年３月期３Ｑ 162,707,094株 2024年３月期 120,213,866株

②  期末自己株式数 2025年３月期３Ｑ 12,498株 2024年３月期 12,353株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期３Ｑ 141,270,718株 2024年３月期３Ｑ 116,970,666株

※  注記事項

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（４）発行済株式数（普通株式）

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有（任意）

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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また、単なる価格算出ではなく、属性情報の整理・補正を含めたデー
タの最適化を行うことで、精度の高い価格予測を実現しております。
大黒屋が管理する膨大な取引データを基に、リアルタイムで市場動向
を分析し、価格変動に応じた最適な査定価格を提示する仕組みを確立
しました。さらに、買取商品のデータは、出品者による記述のばらつ
きや画像情報の精度の違いによって誤差が生じやすいですが、大黒屋
独自のAIがデータ補正を行い、査定価格の精度を向上させています。
このスペシフィックドメイン(中古ブランド品に特化した)AIは他社の
追随を許さない持続可能な競争優位性であると判断しております。
【LINEヤフーとの業務提携】
　大黒屋とLINEヤフーは、業務提携契約に基づき、2024年７月１日よ
り「おてがるブランド買取」サービスを開始しました。本サービスで
は、大黒屋のAIダイナミックプライシング技術を活用し、LINEヤフー
のプラットフォームを通じてユーザーが手軽にブランド品の査定・買
取を申し込める仕組みを大黒屋が構築いたしました。本取組は、大黒
屋のAIダイナミックプライシング技術及びLINE公式アカウント上の
LLMを組み込んだ大黒屋独自のAIチャットボットを活用し、LINE・実
店舗を通じてユーザーが手軽にブランド品の査定・買取を申し込める
サービスとなっております。AI査定システムにより、ユーザーは数秒
以内に市場価格に基づいた買取金額のレンジを確認でき、査定結果を
迅速に提示できる環境を整備しております。また、AIチャットボット
の導入により、査定から買取手続きに関する問い合わせを自動化する
ことで、ユーザーの利便性を向上させたことにより、今まで買取を行
ってこなかった顧客の需要喚起も見込めると期待しております。
　上記システムの構築及び過去の大黒屋店舗における買取・販売実績
により、本取組は現在、買取方法を拡大し「おてがるナンデモ買取」
の概念実証を実施しており、LINEヤフーとの共同マーケティングを進
めております。本取組は、買取からYahoo!オークションまでを一気通
貫でつないだシステムを構築したことで実現し、大黒屋が責任をもっ
て、落札価格に応じた還元を行うことで、価格の透明性・公平性を担
保するビジネスモデルに設計いたしました。基本的なシステムを提
供・オペレーション業務を引き受け、LINEヤフーと共同で事業を行う
ことにより、今まで手動でしか行うことができなかった査定業務が、

【おてがるナンデモ買取と

ダイナミックプライシング】

１．当四半期決算に関する定性的情報

（1）経営成績に関する説明
　当第３四半期連結累計期間における世界経済は、インフレ鎮静化の影響で底堅い成長を維持しております。米国や
欧州では利下げが進み、個人消費や景気の下支えが図られており、また、中国においても不動産市場の低迷や消費の
鈍化が続くものの、景気刺激策による回復の兆しも見られております。一方で、ウクライナ紛争などの地政学リス
ク、トランプ政権の経済政策の影響等が今後の不確実性要因となっております。
　我が国の経済は、個人消費の増加を背景に緩やかな回復が続き、昨年12月に発表された2024年7～9月期の実質GDP成
長率は年率＋1.2％となりました。一方で、設備投資は△0.1％でしたが、企業の投資意欲は底堅いうえ、業績は好調
を維持していることから、一時的な下振れと考えられます。賃金は物価高もあり実質賃金は８月以降再びマイナスと
なりましたが、名目賃金は着実に上昇しております。10月以降は為替も１ドル＝150円前後が定着しつつあり、日経平
均は４万円前後と好調を保ち、米国・ドイツの株式市場は12月にかけて堅調だったことから、国内外の資産効果もあ
り、ブランド品の需要が百貨店を中心に回復してきているところです。実際に、百貨店における2024年年間の売上は5
兆7,722億円で前年比6.8%増となっております。中でも免税売上に関しては、約6,487億円で前年比85.9%を記録してお
り、大黒屋においてもインバウンド需要の拡大は追い風となっております。
　当社グループを取り巻く古物売買業界の事業環境はSDGs推進によるリユース意識の高まりや円安による物価高によ
り需要の拡大が見込まれております。また、コロナ禍から世界経済が正常化したことや３年前の120円台から２割ほど
円安が進んでいる歴史的な円安の状況を踏まえ、インバウンド復活がピーク時の2019年レベルを超える状況となって
おります。特に、円安は、当第３四半期の月平均152.01円（前年同期月平均148.02円、2.7％円安）であり、当社の売
上高の半数近くを占めるインバウンドの購入者のドルベースでの購入価額が安くなっており、買取・販売が増加しつ
つあります。当社グループでは、買取・販売の増加が見込まれることに伴い、今後の新たな収益機会に備えた体制を
整え、攻めの経営に転じてまいります。
　当社連結子会社である株式会社大黒屋（以下「大黒屋」という。）は、AIダイナミックプライシング技術及びデー
タ補正技術を独自に開発し、LINEヤフー株式会社（以下「LINEヤフー」という。）及び株式会社メルカリ（以下「メ
ルカリ」という。）との業務提携を推進しております。大黒屋が構築したこれらの技術基盤をAPI接続し、提携先の業
務に沿って提供することで、買取・販売のプロセスを効率化し、透明性と利便性を飛躍的に向上させるものであり、
提携企業との連携をさらに深化させる要因となっております。
【技術基盤構築の背景・競争優位性】
　当社がAIダイナミックプライシング技術を構築できた背景には、長年にわたる買取・査定業務の経験と、それに基
づく独自のデータ蓄積があります。従来の査定プロセスでは、熟練の鑑定士が市場動向や商品の状態を総合的に判断
し、価格を決定してきました。この膨大な査定データをAIに学習させ、機械学習のアルゴリズムと組み合わせること
で、瞬時に適正な査定価格を提示できるシステムを構築しました。
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AIによる自動化が可能となったことで、中古ブランド品業界に未進出の企業が即時に業界進出できるようになるとい
う市場変革の可能性を有しております。
【メルカリとの業務提携】
　また、上記に加え、当社の技術力の証明として、大黒屋はメルカリとの間でも業務提携を行い、その共同施策とし
て、メルカリアプリ内の新サービスとして、「買取リクエスト」を2024年12月19日より提供しました。本取組は、メ
ルカリのプラットフォームとAPI接続したうえで、大黒屋のAIダイナミックプライシングシステム及びデータ補正技術
を拡張し、査定から買取までをシームレスに連携させた仕組みを構築しております。AIによる査定は、メルカリ上に
出品された商品データをリアルタイムで当社で分析し、最新の市場価格に基づいた買取価格を提示するものであり、
従来の査定・買取プロセスに比べ、換金のスピード及び利便性が大幅に向上していきます。今後は、メルカリ上に出
品されるブランド品データのほぼすべてを対象に、AIによる自動BID（入札）システムを導入し、AIトレーニングデー
タの収集・価格補正を進め、査定精度を向上させ、大量の査定を即時に行うシステムへと進化させてまいります。さ
らに、属性情報の最適化を通じて、より精度の高い査定価格の提示を実現し、メルカリの売り手にとって魅力的な買
取サービスを提供していきます。また、大黒屋においてもAI査定システムを開発したことにより、アナログでの査定
業務の作業時間の短縮が可能となり、オペレーションを大幅に改善することができます。
【今後の方針】
　大黒屋は、今後AIダイナミックプライシング技術の更なる高度化を図り、大量の商品を扱うことを可能にするリス
ク管理の強化及び需給変動（volatility）に対応できる価格調整機能を強化してきました。さらに、プラットフォー
マー・提携企業との取組を通して、大黒屋が蓄積した買取・販売データを活用し、より精度の高いデジタルマーケテ
ィング及び顧客管理を実現する仕組みを構築してまいります。購買履歴や市場動向の分析を通じて、パーソナライズ
された査定価格の提示や、最適なタイミングでの再販機会の提供を行うことで、ユーザー体験の向上を図ります。
引き続き、大黒屋のAI技術を最大限に活かし、LINEヤフー及びメルカリとの提携を進化・深化させ、持続的な成長を
目指してまいります。また、上記２つのサービスのようにプラットフォーマーや実店舗を保有する企業と、大黒屋が
開発してきた技術とを融合し、提携企業が持つブランドの信頼性と当社開発のAI及びダイナミックプライシングモデ
ルを活用したビジネスモデルによる価格の透明性をもって、古物売買業界の改革を進めていくとともに、これまでの
大黒屋店舗や自社ECに依存せずに、短期間での買取ルート拡大を目指してまいります。
　現実の店舗を有する他の企業と協業することにより、大黒屋の査定、鑑定、買取のERPをAPIで提供することで、既
存小売とネット事業との融合を進めていきます。今後、DX及び企業の資産効率の追求は重要な課題だと認識してお
り、大黒屋が買取事業を他の企業に付与することで、既存店舗の売り場面積当たり利益と顧客の流れが強化される付
加価値を産み出すフローをつくることができ、他の企業のROA及びROEを強化していくことができるものと確信してお
ります。かかる新たな資金需要に対して、当社では、直接金融として2024年11月29日に第三者割当による新株予約権
付社債及び新株予約権の募集により総額約21億円の調達を決議しております。今後、提携事業の進捗や新株予約権の
行使が進み、資金が大黒屋に還元されること等により、落ち込んだ在庫水準をコロナ前の水準に戻すことを目指しま
す。具体的には、2018年3月期においては約36億の在庫があり、商品の平均単価は現在約1.36倍となっていることか
ら、現在では約50億の在庫処理キャパシティを保有していると考えており、約50億の在庫の水準まで積み増すことを
最優先目標としております。また、大黒屋はこれまで在庫水準に関わらず安定した在庫回転率を維持してきた実績が
あります。そのため、増加した在庫に対しても過去の平均回転期間（2.4か月）を基に収益貢献が期待され、EBITDAの
向上につながると考えています。

　このような状況下、当社グループの当第３四半期連結累計期間の売上高は7,751百万円（前年同期比704百万円減
少、同8.3％減）、売上総利益は2,298百万円（前年同期比238百万円減少、同9.4%減）となりましたが、在庫期間の短
縮もあり、売上総利益率は29.7%(前年同期比0.3%減)と前年同期と同レベルを維持しております。新サービスに向けて
の投資費用が先行したことや「おてがるナンデモ買取」のキャンペーン等広告投資を積極的に行い、販売費及び一般
管理費が2,938百万円（前年同期比399百万円増加、同15.7%増）に増加した結果、営業損失639百万円（前年同期比637
百万円の悪化）となり、減収減益決算となりました。

（売上高）
　当社グループの当第３四半期連結累計期間の売上高は、7,751百万円（前年同期比704百万円減少、同8.3％減）とな
りました。その主な要因は以下のとおりであります。まず、当社グループの根幹会社である大黒屋において、当第３
四半期連結累計期間の売上高は7,496百万円（前年同期比738百万円減少、同9.0%減）となりました。この減少要因
は、大黒屋にとって外国人客の主力である中国からの渡航客が第３四半期においてはピーク時の７割にとどまり中国
国内経済の悪化もあり購買力が弱くなっていること、また、為替が安定したことから買取も増加させましたが、在庫
水準(棚卸資産1,282百万円、前年同期比274百万円減少)を取り戻すまでには至らなかったことによるものです。しか
しながら、その中でも在庫を重点的に割り当てた大型店である、大阪ミナミ店の売上は1,621百万円（前年同期比369
百万円増加、29.5%増）、福岡天神店の売上は806百万円（前年同期比108百万円増加、15.6%増）、心斎橋店の売上は
412百万円（前年同期比51百万円増加、14.2%増）となっており、需要の獲得はできております。そのため、提携の進
展に伴う買取の増加及び既存買取チャネルでの買取増加により、在庫の積み増しが進めば、大黒屋全体でも同じよう
に在庫の増加に比例して売上の拡大ができると見込んでおります。売上高の内訳は、リアル店舗全体での売上高（リ
アル店舗による販売のこと：以下「リアル」という。）は4,395百万円（前年同期比147百万円減少、同3.3%減）とな
り前年同期より減少しました。また、ネット店舗商品売上高（インターネットによる店舗販売のこと：以下「ネッ
ト」という。）においても、在庫水準の低下により790百万円（前年同期比292百万円減少、同27.0%減）と大きく減少
し、本部商品売上高（古物業者市場等への販売のこと）についても、1,582百万円（前年同期比232百万円減少、同
12.8%減）で減少となりました。併営する質料収入においては、質屋事業が庶民金融として生活に定着していることか
ら、質料（貸付金利息）は635百万円（前年同期比38百万円減少、同5.7%減）となりました。なお、質草預かりに伴う
営業貸付金残高(2,073百万円)は前年同期比39百万円減少で推移しております。また、越境関連としましては、越境EC
等の売上が132百万円（前年同期比1,032百万円減少）と減少しています。
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（利　益）
　当社グループの営業損失は639百万円（前年同期比637百万円の悪化）となりましたが、その主な要因は以下のとお
りであります。
　まず、大黒屋において、売上総利益は2,193百万円（前年同期比259百万円減少、同10.6%減）となっており、売上総
利益率は29.3%(前年同期比0.5%減)となっております。内訳は、店舗商品売上総利益（リアル）が990百万円（前年同
期比70百万円の減少、同6.6%減）、ネット店舗商品売上総利益（ネット）は178百万円（前年同期比81百万円の減少、
同31.3%減）となり、本部商品売上高の売上総利益は357百万円（前年同期比73百万円の減少、同17.1%減）と前年同期
より減少しました。大黒屋全体の売上総利益率は29.3%(前年同期比0.5%の減)と前年同期とほぼ同水準で推移していま
す。また、質料（貸付金利息）は635百万円（前年同期比38百万円減少、同5.7%減）となりました。なお、質料収入は
そのすべてが売上総利益となります。
　大黒屋の販売費及び一般管理費につきましては、新サービスに向けての投資費用が先行したこと、「おてがるナン
デモ買取」のキャンペーン等広告投資を積極的に行った結果、2,918百万円（前年同期比342百万円増加、同13.3%増）
となりました。結果として、大黒屋単体の営業損失は724百万円（前年同期比601百万円減）、のれん控除前の営業損
失は318百万円となりましたが、先行投資を除いた場合の営業利益(のれん控除前)は135百万円となっており、先行投
資を除けば足元の経営基盤は回復しております。

　一方、連結決算では、大黒屋ののれん償却費が相殺されることにより、営業損失は639百万円（前年同期比637百万
円の悪化）となりました。当社グループの経常損失は781百万円（前年同期比495百万円の悪化）となりました。これ
は上記売上総利益の減少によるものです。
　以上の結果、当社グループの税金等調整前四半期純損失につきましては808百万円（前期比432百万円の悪化)となり
ました。また、親会社株主に帰属する四半期純損失は714百万円(前年同期比335百万円の悪化)となりました。
　なお、大黒屋において企業評価指標の一つであるEBITDAは売上総利益の減少により△114百万円(前年同期比432百万
円の悪化)となりました。
　以上のとおり、当第３四半期連結累計期間において減収減益決算となりました。

　セグメント別の業績の状況につきましては以下の通りであります。

イ．質屋、古物売買業
　当第３四半期連結累計期間における質屋、古物売買業の売上高及び営業損失は、それぞれ7,497百万円（前年同期比
738百万円の減少、同9.0％減）、損失344百万円（前年同期比601百万円の悪化）となりました。
　その主な要因につきましては、業績の概況にて記載しましたように、大黒屋における在庫水準の低下により売上
高、営業利益ともに減少しております。

ロ．電機事業
　当第３四半期連結累計期間における電機事業の売上高及び営業利益は、それぞれ253百万円（前年同期比33百万円の
増加,同15.5％増）、87百万円（前年同期比30百万円の増加、同53.8％増）となりました。
　電機事業においては、今もなお電機業界全体において設備投資の抑制が続いていることもあり、最終ユーザーによ
る設備の新設工事や点検工事などは年々減少しているのが実情であります。また、資材（原材料）価格の上昇や後継
者不足による小規模下請け業者の廃業など、より一層厳しい環境が続いており、当社の電機事業にも大きな影響を与
えています。
　このような状況の下、当社電機事業部門におきましては、適正な利益を確保するため常に販売価格の見直しを行う
とともに、製造原価の上昇を抑えるべく仕入先の転換（新規仕入先の拡充等）、現行取引ユーザーとの協力体制の拡
充等、さまざまな手法をとって利益率の確保を目指し改善を行っております。

（２）財政状態に関する説明
　当第３四半期連結累計期間における、資産、負債及び純資産の状況は以下のとおりであります。

（資　産）
　当第３四半期連結累計期間における流動資産は4,944百万円となり、前連結会計年度末に比べ220百万円の減少とな
りました。これは主に現金及び預金が215百万円減少したことによるものであります。固定資産は、1,374百万円とな
り、前連結会計年度末に比べ21百万円の増加となりました。
　この結果、総資産は6,319百万円となり、前連結会計年度末に比べ199百万円減少いたしました。

（負　債）
　当第３四半期連結累計期間末における流動負債は4,493百万円となり、前連結会計年度末に比べ349百万円の減少と
なりました。固定負債は745百万円となり前連結会計年度末に比べ294百万円の減少となりました。これは主に長期借
入金300百万円の減少によるものであります。
　この結果、負債合計は、5,238百万円となり、前連結会計年度末に比べ644百万円減少いたしました。

（純資産）
　当第３四半期連結累計期間末における純資産合計は、1,080百万円となり、前連結会計年度末に比べ445百万円の増
加となりました。
　この結果、自己資本比率は7.4％（前連結会計年度末は△0.0％）となりました。

（３）連結業績予想などの将来の予測情報に関する説明
　2025年３月期の通期の業績予想につきましては、本日公表しました「2025年３月期通期連結業績予想の修正に関す
るお知らせ」をご参照ください。
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（４）継続企業の前提に関する重要事象等
　当社グループは、当第３四半期連結累計期間において、売上高が減少し経常損失を計上しており、継続企業の前提
に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。しかしながら、当社グループの根幹会社である
大黒屋は、質屋業としての査定力という強みを活かし、一定の粗利率で商品を買取り、在庫規模にかかわらず一定期
間内に商品を販売できるビジネスモデルを確立しております。したがって、現在最低水準となっている在庫水準をコ
ロナ前の水準に戻すことが大黒屋にとって最優先に取り組むべき課題と認識しております。その課題の解決に向けた
取組として、在庫資金確保のための資金調達、他企業との連携等による在庫買取強化を行うことで、大黒屋及び当社
グループの収益は強化されていくものと考えております。
　2024年７月からの「おてがるナンデモ買取」や12月からの「買取リクエスト」といった他業種提携企業との共同施
策が進んでおり、2024年11月29日に決議した第三者割当による新株予約権の行使も今後進んでいくことから、資金繰
りには問題なく、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 948,341 732,921

受取手形、売掛金及び契約資産 444,811 510,973

営業貸付金 2,108,197 2,073,807

商品及び製品 1,314,715 1,302,528

仕掛品 22,009 30,796

原材料及び貯蔵品 48,757 50,177

その他 279,616 244,824

貸倒引当金 △1,204 △1,184

流動資産合計 5,165,245 4,944,845

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 711,201 705,656

減価償却累計額 △526,802 △545,221

建物及び構築物（純額） 184,398 160,434

機械装置及び運搬具 129,483 129,483

減価償却累計額 △129,483 △129,483

機械装置及び運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 697,573 702,537

減価償却累計額 △674,327 △681,889

工具、器具及び備品（純額） 23,245 20,648

土地 41,446 41,446

有形固定資産合計 249,090 222,529

無形固定資産

のれん 322,582 297,115

その他 4,368 5,848

無形固定資産合計 326,951 302,963

投資その他の資産

投資有価証券 61,455 60,288

退職給付に係る資産 29,616 34,029

その他 688,537 756,987

貸倒引当金 △2,640 △2,640

投資その他の資産合計 776,968 848,664

固定資産合計 1,353,010 1,374,157

資産合計 6,518,255 6,319,003

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 66,768 79,305

短期借入金 3,890,000 3,500,000

１年内返済予定の長期借入金 150,000 300,000

未払法人税等 14,837 7,636

契約負債 33,441 28,749

事業整理損失引当金 25,210 27,484

賞与引当金 - 20,541

その他 662,672 529,292

流動負債合計 4,842,931 4,493,010

固定負債

長期借入金 850,000 550,000

新株予約権付社債 100,000 100,000

役員退職慰労引当金 13,380 17,034

資産除去債務 16,000 16,000

その他 60,418 62,429

固定負債合計 1,039,798 745,464

負債合計 5,882,730 5,238,475

純資産の部

株主資本

資本金 3,039,646 3,637,681

資本剰余金 1,087,833 1,685,869

利益剰余金 △3,073,912 △3,788,010

自己株式 △2,207 △2,211

株主資本合計 1,051,360 1,533,328

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 17,793 17,048

為替換算調整勘定 △1,071,718 △1,080,767

その他の包括利益累計額合計 △1,053,924 △1,063,719

新株予約権 32,196 30,276

非支配株主持分 605,893 580,641

純資産合計 635,525 1,080,527

負債純資産合計 6,518,255 6,319,003
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年12月31日)

売上高 8,455,435 7,751,278

売上原価 5,918,287 5,452,320

売上総利益 2,537,148 2,298,958

販売費及び一般管理費 2,538,916 2,938,079

営業損失（△） △1,767 △639,120

営業外収益

受取保険金 - 149

還付消費税等 - 2,914

受取利息 807 29

受取配当金 1,285 1,677

受取手数料 653 2,408

為替差益 15,987 1,234

その他 1,585 2,145

営業外収益合計 20,318 10,560

営業外費用

支払利息 97,970 123,719

支払手数料 205,003 20,769

その他 1,215 8,149

営業外費用合計 304,189 152,637

経常損失（△） △285,638 △781,198

特別利益

保険差益 - 789

資産除去債務履行差額 - 4,966

特別利益合計 - 5,756

特別損失

減損損失 7,637 10,394

固定資産除却損 - 5,128

事業整理損失 8,781 17,267

資産除去債務履行差額 11,950 -

解体工事費 6,460 -

加算税等 55,312 -

特別損失合計 90,142 32,790

税金等調整前四半期純損失（△） △375,780 △808,232

法人税、住民税及び事業税 30,656 6,903

法人税等還付税額 △48,839 -

法人税等調整額 16,357 △76,720

法人税等合計 △1,825 △69,816

四半期純損失（△） △373,954 △738,415

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
4,389 △24,317

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △378,344 △714,097

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

- 8 -

大黒屋ホールディングス株式会社（6993）
2025年３月期　第３四半期決算短信



（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年12月31日)

四半期純損失（△） △373,954 △738,415

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 7,896 △815

為替換算調整勘定 △30,814 △9,912

その他の包括利益合計 △22,917 △10,728

四半期包括利益 △396,872 △749,143

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △399,250 △723,892

非支配株主に係る四半期包括利益 2,377 △25,251

（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しております。なお、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありま

せん。
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（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2023年４月１日　至2023年12月31日）

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

２．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2024年４月１日　至2024年12月31日）

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

２．株主資本の著しい変動

当第３四半期連結累計期間において、無担保転換社債型新株予約権付社債(転換価格修正条項付)及び行使
価額修正条項付新株予約権の行使に伴い、資本金が598,035千円、資本剰余金が598,035千円増加しておりま
す。

これにより、当第３四半期連結会計期間末の資本金は3,637,681千円、資本剰余金は1,685,869千円となっ
ております。
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前第３四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年12月31日）

減価償却費 26,357千円 26,575千円

のれんの償却額 25,467 25,467

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。
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（単位：千円）

報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結損
益計算書計上
額（注）３電機事業

質屋、
古物売買業

計

売上高

製商品販売 219,779 7,561,390 7,781,169 - 7,781,169 - 7,781,169

質料収益 - 673,516 673,516 - 673,516 - 673,516

その他 - 750 750 - 750 - 750

顧客との契約か

ら生じる収益
219,779 8,235,656 8,455,435 - 8,455,435 - 8,455,435

外部顧客への売

上高
219,779 8,235,656 8,455,435 - 8,455,435 - 8,455,435

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

- - - - - - -

計 219,779 8,235,656 8,455,435 - 8,455,435 - 8,455,435

セグメント利益又

は損失（△）
57,139 257,887 315,026 △30,125 284,900 △286,668 △1,767

（単位：千円）

報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結損
益計算書計上
額（注）３電機事業

質屋、
古物売買業

計

売上高

製商品販売 253,751 6,862,085 7,115,836 - 7,115,836 - 7,115,836

質料収益 - 635,441 635,441 - 635,441 - 635,441

その他 - - - - - - -

顧客との契約か

ら生じる収益
253,751 7,497,526 7,751,278 - 7,751,278 - 7,751,278

外部顧客への売

上高
253,751 7,497,526 7,751,278 - 7,751,278 - 7,751,278

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

- - - - - - -

計 253,751 7,497,526 7,751,278 - 7,751,278 - 7,751,278

セグメント利益又

は損失（△）
87,888 △344,041 △256,153 △34,594 △290,747 △348,373 △639,120

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】
Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2023年４月１日 至2023年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、投資事業、不動産賃貸業及び
金融事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△286,668千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用
であります。主に、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2024年４月１日 至2024年12月31日）
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、投資事業、不動産賃貸業及び
金融事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△348,373円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で
あります。主に、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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（重要な後発事象）

(新株予約権の行使による増資)

　当四半期連結会計期間末の翌日以降、第21回新株予約権の権利行使が行われました。当該権利行使の概要

は以下のとおりであります。

(1)行使された新株予約権の個数　　　　　　　　　　 17,242個

(2)増加した資本金の額　　　　　　　　　　　　　　 25,044千円

(3)増加した資本準備金の額　　　　　　　　　　　　 25,044千円

(4)増加した株式の種類及び株式数　普通株式　　  1,724,200株
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HLB Meisei 有限責任監査法人

東京都台東区

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 武田 剛

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 関 和輝

独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年２月12日

大黒屋ホールディングス株式会社

取締役会 御中

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている大黒屋ホールディングス株式会社の2024年４月１

日から2025年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2024年10月１日から2024年12月31日まで）及び

第３四半期連結累計期間（2024年４月１日から2024年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連

結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財

務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準

（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４項２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されてい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行っ

た。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立して

おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

強調事項

重要な後発事象(新株予約権の行使による増資)に記載されているとおり、当第３四半期連結会計期間末の翌日以

降、第21回新株予約権の権利行使が行われている。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４項第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４項２項に定める記載

の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重

要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。
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（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRL データ及び HTML データは期中レビューの対象には含まれていません。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・  継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四

半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会

計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４項第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作

成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重

要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論

又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・  四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項

及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作

成基準第４項第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・  四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

　以　　上
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